
高知県公立大学法人役員に対する報酬の支給基準の変更について 

 

１ 根拠法令 

＜地方独立行政法人法抜粋＞ 

（役員の報酬等）  

第四十八条  特定地方独立行政法人の役員に対する報酬及び退職手当（以下この条、次条及び第五

十六条第一項において「報酬等」という。）は、その役員の業績が考慮されるものでなければなら

ない。  

２  特定地方独立行政法人は、その役員に対する報酬等の支給の基準を定め、これを設立団体の長

に届け出るとともに、公表しなければならない。これを変更したときも、同様とする。  

３  前項の報酬等の支給の基準は、国及び地方公共団体の職員の給与、他の特定地方独立行政法人

及び民間事業の役員の報酬等、当該特定地方独立行政法人の業務の実績及び認可中期計画の第二十

六条第二項第三号の人件費の見積りその他の事情を考慮して定めなければならない。  

（評価委員会の意見の申出）  

第四十九条  設立団体の長は、前条第二項の規定による届出があったときは、その届出に係る報酬

等の支給の基準を評価委員会に通知するものとする。  

２  評価委員会は、前項の規定による通知を受けたときは、その通知に係る報酬等の支給の基準が

社会一般の情勢に適合したものであるかどうかについて、設立団体の長に対し、意見を申し出るこ

とができる。 

（準用）  

第五十六条  第四十八条及び第四十九条の規定は、一般地方独立行政法人の役員の報酬等について

準用する。この場合において、第四十八条第三項中「実績及び認可中期計画の第二十六条第二項第

三号の人件費の見積り」とあるのは、「実績」と読み替えるものとする。  

２  第五十条第一項の規定は、一般地方独立行政法人の役員及び職員について準用する。 

 

 

２ 主な変更点 

 ・高知県公立大学法人役員報酬規程 

第５条第３項 期末手当の掛率について、高知県の基準に準じて変更 

  



高知県公立大学法人役員報酬規程の改正について 

 

 

１ 改正事由 

平成 28年 12月の高知県議会において、高知県知事等の期末手当が改正されたことから、これに

準じることとした。 

 

２ 概要 

（１） 平成 28年 12月期の期末手当を 0.05月引き上げ（1.55月→1.60月） 

（２） 平成 29 年度以降は、６月期を 0.05 引き上げ（1.40 月→1.45 月）、12 月期を 0.05 月引き下

げ（1.60→1.55月）（第５条） 

 

３ 施行日 

（１） 平成 29年１月 24日（平成 28年 12月１日から適用） 

（２） 平成 29年４月１日 

 

４ 「新旧対照表」及び「規程」（別紙のとおり） 

 

 

＜高知県公立大学役員報酬規程（H29.１.24施行分） 新旧対照表＞ 

新 旧 

（期末手当） 

第５条 期末手当は、６月１日及び 12月１日（以

下これらの日を「基準日」という。）にそれぞれ

在職する常勤の役員に対して支給する。これら

の日の基準日前１月以内に退職し、又は死亡し

た常勤の役員についても、同様とする。 

２ 期末手当の算出の基礎となる額（以下「期末

手当基礎額」という。）は、給料月額及び給料月

額に 100分の 45を乗じて得た額の合計とする。 

３ 期末手当の額は、期末手当基礎額に６月に支

給する場合においては 100 分の 140、１２月に

支給する場合においては 100 分の 160 を乗じて

得た額とする。 

 

附 則 

この規程は、平成２９年１月２４日から施行し、

平成２８年１２月１日から適用する。 

（期末手当） 

第５条 期末手当は、６月１日及び 12月１日（以

下これらの日を「基準日」という。）にそれぞれ

在職する常勤の役員に対して支給する。これら

の日の基準日前１月以内に退職し、又は死亡し

た常勤の役員についても、同様とする。  

２ 期末手当の算出の基礎となる額（以下「期末

手当基礎額」という。）は、給料月額及び給料月額

に 100分の 45を乗じて得た額の合計とする。 

３ 期末手当の額は、期末手当基礎額に６月に支

給する場合においては 100分の 140、１２月に

支給する場合においては 100 分の 155を乗じて

得た額とする。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 



＜高知県公立大学役員報酬規程（H29.４.１施行分） 新旧対照表＞ 

新 旧 

（期末手当） 

第５条 期末手当は、６月１日及び 12月１日（以

下これらの日を「基準日」という。）にそれぞれ

在職する常勤の役員に対して支給する。これら

の日の基準日前１月以内に退職し、又は死亡し

た常勤の役員についても、同様とする。 

２ 期末手当の算出の基礎となる額（以下「期末

手当基礎額」という。）は、給料月額及び給料月

額に 100分の 45を乗じて得た額の合計とする。 

３ 期末手当の額は、期末手当基礎額に６月に

支給する場合においては 100 分の 145、１２

月に支給する場合においては 100 分の 155 を

乗じて得た額とする。 

 

附 則 

この規程は、平成２９年４月１日から施行す

る。 

（期末手当） 

第５条 期末手当は、６月１日及び 12月１日（以

下これらの日を「基準日」という。）にそれぞれ

在職する常勤の役員に対して支給する。これら

の日の基準日前１月以内に退職し、又は死亡し

た常勤の役員についても、同様とする。 

２ 期末手当の算出の基礎となる額（以下「期末

手当基礎額」という。）は、給料月額及び給料月

額に 100分の 45を乗じて得た額の合計とする。 

３ 期末手当の額は、期末手当基礎額に６月に

支給する場合においては 100分の 140、１２

月に支給する場合においては 100分の 160を

乗じて得た額とする。  

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



高知県公立大学法人役員報酬規程 

 

(目的) 

第１条 この規程は、高知県公立大学法人（以下「法人」という。）の理事長、理事及び監事（以下「役

員」という。）の報酬に関し、必要な事項を定めるものとする。 

（役員の報酬） 

第２条 役員の報酬は、常勤の役員については、給料、通勤手当及び期末手当とし、非常勤の役員につ

いては、非常勤役員手当とする。 

２ 高知県公立大学法人給与規程（以下「給与規程」という。）の適用を受ける職員である理事（以下

「職員である役員」という。）については、報酬を支給しない。 

（給料） 

第３条 常勤の役員の給料月額は、次のとおりとする。 

  理事長 ５１５，０００円 

２ 理事長は、経営審議会の議を経て、前項の給料月額を変更することができる。 

（通勤手当） 

第４条 通勤手当は、給与規程に基づく職員に対する通勤手当の例に準じて常勤の役員に対し支給する。 

（期末手当） 

第５条 期末手当は、６月１日及び１２月１日（以下これらの日を「基準日」という。）にそれぞれ在

職する常勤の役員に対して支給する。これらの日の基準日前１月以内に退職し、又は死亡した常勤の

役員についても、同様とする。 

２ 期末手当の算出の基礎となる額（以下「期末手当基礎額」という。）は、給料月額及び給料月額に

１００分の４５を乗じて得た額の合計とする。 

３ 期末手当の額は、期末手当基礎額に６月に支給する場合においては１００分の１４５、１２月に支

給する場合においては１００分の１５５を乗じて得た額とする。 

（非常勤役員手当） 

第６条 非常勤役員手当の額は、次のとおりとする。 

（１）理事（非常勤） 日額 ５０，０００円 

（２）監事（非常勤） 日額 ５０，０００円 

２ 公務員の職にある役員については、報酬を支給しないことができる。 

（支給日及び支給方法） 

第７条 役員報酬の支給日及び支給方法等については、給与規程に準じて取り扱う。 

（委任） 

第８条 この規程の実施に関し必要な事項は、理事長が別に定める。 

（規程の改廃） 

第９条 この規程の改廃は、理事会の議決を経て行う。 

 

附 則 

この規程は、平成２３年４月１日から施行する。 

 

附 則 

この規程は、平成２４年１２月１日から施行する。 

 

附 則（平成２５年３月２２日改正） 



 この規程は、平成２５年４月１日から施行する。 

 

附 則（平成２７年３月２４日改正） 

この規程は、平成２７年４月１日から施行する。 

 

附 則 

この規程は、平成２９年１月２４日から施行し、平成２８年１２月１日から適用する。 

 

附 則 

この規程は、平成２９年４月１日から施行する。 

 


